
第５７期決算公告 

2023 年 6 月 21 日 

タテホ化学工業株式会社 

代表取締役社長 栗栖裕文 

貸借対照表（２０２３年３月３１日現在）     （単位：千円） 

科     目 金    額 科     目 金    額 

[ 資  産  の  部 ]  [負  債  の  部 ]   

流 動 資 産 5,109,059 流 動 負 債 2,623,279 

 現 金 及 び 預 金  49,611  支 払 手 形  190,676 

 受 取 手 形  118,786  買 掛 金  824,010 

 売 掛 金  2,248,539  短 期 借 入 金  370,000 

 商 品 及 び 製 品  832,960  一 年 以 内 返 済 予 定 の  
331,000 

 仕 掛 品  1,135,708  長 期 借 入 金 

 

 

 原 材 料 及 び 貯 蔵 品  505,428  未 払 金 

金 

 97,786 

 前 払 費 用  35,584  預 り 金  8,224 

 C M S 預 け 金  92,508  未 払 費 用 

 

 381,359 

 仮 払 金  354  未 払 法 人 税 等 

 

 161,388 

 未 収 入 金  8,790  前 受 金  18,253 

 そ の 他  81,023  賞 与 引 当 金  113,052 

 貸 倒 引 当 金  △237  役 員 賞 与 引 当 金  4,000 

     設 備 関 係 支 払 手 形  120,232 

     そ の 他  3,295 

固 定 資 産 7,682,462 固 定 負 債 706,957 

（有形固定資産） 6,229,181  長 期 借 入 金  350,000 

 建 物  1,268,864  役 員 退 職 給 与 引 当 金  34,925 

 構 築 物  157,164  退 職 給 付 引 当 金  5,625 

 機 械 装 置  2,414,096  繰 延 税 金 負 債  96,120 

 車 両 運 搬 具  8,134  再 評 価 に 係 る  
211,584 

 工 具 器 具 備 品  90,150  繰 延 税 金 負 債  

 リ ー ス 車 両 運 搬 具  3,001  そ の 他  8,702 

 リ ー ス 工 具 器 具 備 品 

 

 7,326     

 土 地  2,171,828 
負  債  合  計 3,330,237 

 建 設 仮 勘 定  108,615 

   [純 資 産 の 部]  

 

  

（ 無 形 固 定 資 産 ）  136,029 株 主 資 本  8,981,377 

 特 許 権  55,579  資 本 金  450,000 

 商 標 権  4,323  資 本 剰 余 金   1,814,792 

 電 話 加 入 権  3,988   そ の 他 資 本 剰 余 金  1,814,792 

 ソ フ ト ウ エ ア  13,507     資本金減少差益  1,805,642 

 無 形 資 産 仮 勘 定  58,629     自己株式処分差益  9,150 

    利 益 剰 余 金   6,716,585 

（ 投 資 そ の 他 の 資 産 ）  1,317,251   利 益 準 備 金  112,500 

 関 係 会 社 株 式  325,702   そ の 他 利 益 剰 余 金 

 

 6,604,085 

 関 係 会 社 出 資 金  802,033     繰越利益剰余金 

 

 6,604,085 

 前 払 年 金 費 用  172,429 評価・換算差額等  479,906 

 長 期 前 払 費 用  16,491  土 地 再 評 価 差 額 金   480,320 

  そ の 他  593  繰 延 ヘ ッ ジ 損 益   △414 

     純 資 産 合 計 

 
9,461,283 

    
資  産  合  計 12,791,521 負債及び純資産合計  12,791,521 



個 別 注 記 表 

 

1. 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

 （１）有価証券の評価基準及び評価方法 

    子会社株式及び関連会社株式   … 移動平均法による原価法 

    その他の有価証券 

     市場価格の無い株式等以外のもの… 時価法（評価差額は全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均法により算定） 

     市場価格のない株式等     … 移動平均法による原価法 

 （２）デリバティブ          … 時価法 

 （３）棚卸資産の評価基準及び評価方法 

     商品・製品・原材料・貯蔵品  … 移動平均法による原価法（貸借対照表価額は 

収益性の低下による簿価切下げの方法により 

算定） 

 （４）固定資産の減価償却の方法 

    有形固定資産（リース資産を除く）… 定額法 

    無形固定資産          … 定額法 

    リース資産           … 所有権移転外ファイナンス・リース取引 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法 

なお、リース取引開始日が2008年3月31日以前の

所有権移転外ファイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会

計処理によっております。 

 （５）引当金の計上基準 

    貸倒引当金           … 売上債権その他これに準ずる債権の貸倒による

損失に備えるため、一般債権については貸倒 

実績率により、貸倒懸念債権及び破産更生債権

等の特定の債権については個別に回収可能性を

勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

    賞与引当金           … 従業員の賞与支払に備えるため、支給見込額を

計上しております。 

    役員賞与引当金         … 役員の賞与支払に備えるため、支給見込額を 

計上しております。 

    退職給付引当金         … 従業員の退職給付に備えるため、当期末におけ

る退職給付債務及び年金資産に基づき、当期末

において発生していると認められる額を計上 

しております。 

    役員退職給与引当金       … 役員の退職慰労金支給に備えるため、役員退職

慰労金規程に基づく期末要支給額を計上してお

ります。 



（６）収益及び費用の計上基準     … 商品又は製品の販売に係る収益は、主に卸売又

は製造等による販売であり、顧客との販売契約

に基づいて商品又は製品を引き渡す履行義務を

負っております。当該履行義務は、商品又は製

品を引き渡す一時点において、顧客が当該商品

又は製品に対する支配を獲得して充足されると

判断し、引渡時点で収益を認識しております。 

 

（７）補助金等の圧縮記帳の処理方法  … 響灘工場の新設にあたり、国及び地方公共団体

より、補助金を受け入れております。これらの

補助金は、資産取得時に当該補助金相当額を 

取得した固定資産の取得原価から直接減額して

計上しております。 

損益計算書においては、補助金の受入額を 

「補助金収入」として特別利益に計上するとと

もに、固定資産の取得価額から直接減額した 

額を「固定資産圧縮損」として特別損失に計上

しております。 

 （８）重要なヘッジ会計の方法 

    ヘッジ会計の方法        … 繰延ヘッジ処理によっております。なお、振当

処理の要件を満たしている為替予約につきまし

ては振当処理を行うこととしております。 

                      利用に際しては、社内規定に基づき為替予約取

引を行い、為替変動リスクをヘッジしており 

ます。 

    ヘッジ手段とヘッジ対象     … ヘッジ手段・・・為替予約 

                      ヘッジ対象・・・輸出入取引 

    ヘッジ方針           … 為替予約は外貨建営業債権に係る将来の為替 

変動リスクを回避する目的で予定取引の範囲内

で為替予約取引を行っております。 

    ヘッジ有効性評価の方法     … ヘッジ手段とヘッジ対象に関する重要な条件が

同一であり、ヘッジ開始時及びその後も継続 

して、相場の変動等を相殺するものと見込まれ

るため、ヘッジの有効性の判定は省略して 

おります。 

 （９）グループ通算制度の適用     … グループ通算制度を適用しております。 

 

 

 

 

 

 



2. 会計方針の変更 

時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用 

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第 31 号 2021 年６月 17

日。以下「時価算定会計基準適用指針」という。)を当事業年度の期首から適用し、時価算定

会計基準適用指針第 27-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針

が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することといたしました。これによる影響

はありません。 

 

 

3. 株主資本等変動計算書に関する注記 

 （１）当事業年度末における発行済株式総数   普通株式 ３０，０１７，８４５株 

 （２）剰余金の配当に関する事項 

     当事業年度における配当金支払額 

      ２０２２年６月２２日開催の定時株主総会において次のとおり決議いたしました。 

        配当金総額            ２５７，２６２千円 

        基準日             ２０２２年３月３１日 

        効力発生日           ２０２２年６月２３日 

      ２０２２年１２月２０日開催の取締役会において次のとおり決議いたしました。 

        中間配当金総額          １６１，１８７千円 

        基準日             ２０２２年９月３０日 

        効力発生日          ２０２２年１２月２１日 

     基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

      ２０２３年６月２１日開催の定時株主総会において、次の議案を附議いたします。 

        配当金総額            ２１４，０７５千円 

        配当の原資                利益剰余金 

        基準日             ２０２３年３月３１日 

        効力発生日           ２０２３年６月２２日 

 

 

4. 当期純損益金額 

当期純利益    ７５０，５２４千円 

 

 

（注） 記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。 

 


